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Ⅰ. 会  社  の  概  要 



岡山県岡山市北区津島京町三丁目１－２１ 本 店 所 在 地 

証 券 コ ー ド ２１５３(サービス） 

取 引 市 場 

５月３１日 決 算 期 

２０億円 資 本 金 7,261,060株 発行済株式総数 

定時株主総会 ８月下旬 

グループ全体の最適化を図るための企画・運営・管理等を行い、    
傘下会社の業務執行を管理・統括し、グループ全体の経営を統括する 

事 業 内 容 

設 立 日 ２００７年６月１日 

設 立 方 法 

名 称 

Ｅ・Ｊホールディングス㈱の概要 

２４８億６０百万円 総資産（連結） 純資産（連結） １５７億５１百万円 

㈱エイトコンサルタント((現)㈱エイト日本技術開発)と日本技術開発㈱による 
共同株式移転により設立 

【平成30年5月31日現在】 

2018年7月6日付にて、東京証券取引所市場第二部銘柄から市場第一部銘柄に        
指定されました。 



        

Ｅ・Ｊグループ会社の概要 

    
http://www.ej-jimco.co.jp/ 

http://www.ej-hds.co.jp/ 東証一部 [証券コード： ２１５３] 

◆創          業：1955年3月 

◆本社所在地：岡山県岡山市北区 

◆資   本   金：20億5,688万円 

◆事 業 内 容： 

      総合建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事業 

◆代表取締役社長 小谷裕司 

◆従 業 員 数：886名 

◆子会社 
   ㈱共立エンジニヤ 
    共立工営㈱ 
    都市開発設計㈱ 

◆創          業：1980年7月 

◆本社所在地：岡山県岡山市北区 

◆資   本   金：4,550万円 

◆事 業 内 容： 

    計測・調査・解析、機器レンタル 

    施工管理・人材派遣、ＰＭ/ＣＭ 

    施設維持管理・運営管理 

    建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業 ほか 

◆代表取締役社長 岡崎 弘 

◆従 業 員 数：95名 

http://www.ejec.ej-hds.co.jp/ 

※ 2009年6月1日付で、㈱エイトコンサルタントと 
  日本技術開発㈱の建設コンサルタント事業を統 
   合し、㈱エイトコンサルタントから商号変更 
   

※ 2008年1月15日付で新協技術コンサル 
 タント㈱から商号変更 
  

◆創          業：1969年1月 

◆本社所在地：東京都千代田区 

◆資   本   金：5,000万円 

◆事 業 内 容： 

      総合建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事業 

◆代表取締役社長 島田芳久 

◆従 業 員 数：209名 

※ 2010年6月1日付で株式交換により、 
 完全子会社化 
  

http://www.kindai.co.jp/ 

※ 2015年5月1日付で、㈱ＥＪビジネス・パートナーズ 
 を吸収合併  

◆子会社 
   ㈱北海道近代設計 

※2017年12月１日付けで㈱近代設
計の札幌支社を分社化し設立 



Ⅱ. 2018年5月期決算の概要  
   



営 業 面 

生 産 面 

経 営 面 

技術提案型業務 受注高 ８２．３億円（前期比 ９３．０%） 

・手持業務量増加により、選別受注を実施 

・海外業務の受注が大きく減少するなか、国内の案件創出型営業により補完 

2018年5月期 連結決算概要 

業務件数は２．３％増加、１件当り受注額は５．０％減少 

若手人材の積極的な採用（グループで約６０名増） 

業務進歩管理の徹底及び早期売上を推進し、生産効率を改善 

ＣＩＭ導入への取組により、更なる業務の効率化に取り組む 

ＷＬＢの取り組みにより、働き方改革を推進するとともに労務管理の徹底により社員の
健康管理を強化 

グループ内企業の連携により業務量拡大に伴う生産協力体制を強化 

受注高：２５７．０億円 （前期比97.3％、当初計画比101.4％） 

生産高：２５８．１億円（前期比107.4％、当初計画比１０１．９％） 

売上高：２５８．１億円（前期比112.4％、当初計画比１０３．３％） 

前期繰越業務量の増加と順調な受注により、生産活動が好調に推移 

売上高の増加、原価率の低減により営業利益は大幅増加、人材への投資を継続 

営業利益：    １５．９億円  （前期比125.1％、当初計画比113.5％） 

当期純利益：  ９．６億円 （法人税等調整額が増加し計画比９６％、 

                                前期は２．９億円の損失） 



     案件創出型営業の推進 

連結受注状況の概要 
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 受注高は前期比 ２．７%減（計画比１０１．４％）   

    受注件数         ⇒ 前期比 2.3％増              

    １件当たり受注額   ⇒ 前期比  5.0％減 

     ※受注残の増大により選別受注実施 
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連 結 受 注 高 の 内 訳 
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建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務          

・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

・補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

・測  量 

・地質調査 

※      は前期比 ，  

調 査 業 務      
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・環境・エネルギー 

・自然災害リスク軽減 

・都市・地域再生 

・インフラ・マネジメント 

・情報・通信 

５つの重点分野 

（百万円） （百万円） 

技術提案型業務 

・総合評価型業務 

・プロポーザル型業務      

22,100 

3,240 

当初計画値   

7,731 
9,690 

8,861 
10,548 

9,168 

8,237 

            低下要因は海外受注減の影響 



発 注 機 関 別 連 結 受 注 高 
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      海外受注の大幅減の影響を国内でカバー  
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地 域 別 連 結 受 注 高 
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受 注 分 析 の ま と め 

業 務 別 

発注機関別 

地 域 別 

建設コンサルタント業務： ２１９．８億円（前期比 ９４．８％、計画比 ９９．５％）       

調 査 業 務         

中央省庁： ８２．３億円 （前期比   １０９．０％）（計画比 １０３．０％）      

都道府県： ８７．１億円（前期比 ８８．２％）（計画比９５．１％）：受注残増の影響      

  ： ３７．１億円（前期比 １１４．５％、計画比 １１４．８％）        

民  間  ： ３３．９億円 （前期比   １２４．４％）（計画比 １２８．７％）    

市町村  ： ５０．８億円 （前期比   １０７．０％）（計画比 １１４．６％）      

自然災害リスク軽減業務、発注者支援業務、インフラマネジメント業務         

案件創出型営業の推進      

海  外  ：    ２．６億円（前期比 ２２．４％）（計画比２４．４％）：ＪＡＩＣＡ予算の影響    

自然災害リスク軽減事業         

                                            国内における、地元密着型案件創出営業の推進効果        
北海道・東北：３５．２億円（前期比 94.8％） 

関     東：５２．２億円（  〃  95.3％） 

中     部：１９．３億円（  〃  98.4％） 

九     州： ９．６億円（  〃  68.2％） 

海     外： ２．６億円（  〃  22.4％） 

近畿：４１．７億円（前期比116.7％） 

中国：６１．９億円（  〃 104.7％） 

四国：３４．１億円（  〃 108.3％） 
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※     は前期比 

  16/5        17/5       18/5   16/5        17/5    18/5 

損  益  状  況 （ 連 結 ） 

当初計画値 
25,000 

当初計画値 
1,450 

当初計画値 
1,000 

                    売上高の減少と人件費等の増加に
伴い減益 

                                訴訟損失引当金14億90百万円等の
特別損失計上により損失となる                     

・原価率は前期比0.4ポイント改善 
・関係会社への貸付金等に対する引 
 当金約55百万円の計上により営業 
 外費用が増え前期比 0.3ポイント減 

好調な受注により売上高は前期比2.3ポイント増 

大型業務工期延伸により目標未達 

            前期繰越業務の増加と順調な   
生産活動により計画達成             売上高の大幅増と原価率 

が前期比1.0ポイント改善し、大幅増加 

            法人税調整額が計画値より
増加し、計画未達成 



200 

  １７／５ 
売上高比率

（%） 
１８／５ 前期比（%） 

売上高比率
（%） 

受 注 高 ２６，４３０ － ２５，７０４ ９７．３ － 

売 上 高 ２２，９７８ １００．０ ２５，８１９ １１２．４ １００．０ 

売 上 原 価 １６，４９４ ７１．８ １８，２７９ １１０．８ ７０．８ 

売 上 総 利 益 ６，４８３ ２８．２ ７，５４０ １１６．３ ２９．２ 

販 管 費 ５，２０８ ２２．７ ５，９４６ １１４．２ ２３．０ 

営 業 利 益 １，２７４ ５．５ １，５９４ １２５．１ ６．２ 

経 常 利 益 １，２６０ ５．５ １，６３９ １３０．１ ６．４ 

当 期 純 利 益 △２９３ △１．３ ９６６ ― ３．７ 

1 株 当 た り 利 益 △５１円 １６８円 

連結損益計算書 

（単位：百万円） 

※ 1株当たり利益算定の株式数（期中平均株式数）17/5期：5,739,937株、18/5期：5,739,709株 

※ 



連結損益分析のまとめ 

営 業 利 益  

当 期 純 利 益 

        １５億９４百万円 

     ９億６６百万円  

売 上 高  

  ２５８億１９百万円 

受注高は、２５７億円（対前年比９７．３％）（計画値２５３億円に対し、１０１．４％）と好調に推移し 

売上高、経常利益とも第四次中期経営計画初年度の目標値を達成 

完成業務原価率は７０．８％と前年の７１．８％から１．０ポイント改善 

販売費及び一般管理費の人件費約５億円増等により、約７．３億円増加 

営業利益は、計画値１４億円を達成、売上高の増加と原価率の改善     
により前年を３億２３百万円上回る 

経常利益は、営業利益増により計画値１４億５０百万円を達成 経 常 利 益  

        １６億３９百万円 

特別損失が大きく減少し、税金等調整前当期純利益が、１５億９６百万円 

となり、大幅増益（前期は３億５７百万円の損失） 

法人税等調整額を２億２１百万円計上したことから計画値１０億円未達成 



連 結 貸 借 対 照 表 

流 動 資 産 

増 減 額 

固 定 資 産 

資 産 合 計 

負 債 合 計 

純 資 産 合 計 

負債・純資産合計 

少数株主持分 

17/5 18/5 増 減 額 

15,085 

 9,775 

△1,115  

2,518 

9,109 

15,751 

24,860 1,403 

425 

978 

 

11,245 

10,953 

2,000 

△4,202 

229 

62 

1,446 

1,059 

－ 

－ 

396 

△10 

24,860 1,403 

（単位：百万円） 

17/5 18/5 

〈主な増減内容〉 

流動資産 
・現預金           １４億７２百万円減  ・繰延税金資産  ９２百万円減                                            
・完成業務未収入金    ４億１３百万円増 

固定資産 

・有形固定資産  １０億６７百万円増   ・投資有価証券２億１３百万円増 

・繰延税金資産   １億８０百万円減    

・訴訟関連損失を仮払  １４億９８百万円増                                                                             

負債合計 

・未払金・未払費用 １２億１３百万円増   

・未成業務受入金  ３億４１百万円減 

・長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）２億３４百万円減                

純資産合計 
・当期純利益       ９億６６百万円増                                                
・配当の支払          １億４９百万円減 

16,200 

 7,256 

23,457 

8,684 

14,772 

23,457 



（単位：百万円） 

連結キャッシュ･フロー計算書 

現金及び現金同等物 

の期首残高 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

の増減額 

現金及び現金同等物 

の期末残高 

17/5 18/5 

△158 

△876 

△436 

△1,472 

10,589 

9,117 

税金等調整前当期純利益      １５億９６百万円    
減価償却費                            ２億８１百万円 
売上債権の増加                △４億３１百万円 
未成業務受入金の減少         △３億４１百万円 
訴訟関連損失の支払額   △１４億９８百万円 
                                                              等                                         

配当金の支払                     △１億４９百万円 
長期借入金の返済による支出 △ ２億３４百万円 
                                                               等                            

有形固定資産の取得による支出 
                      △７億５百万円 
投資有価証券の取得による支出   
                    △１億５０百万円    
                                                               等 

1,251 

△10 

387 

1,628 

8,960 

10,589 



 Ⅲ．2019年5月期の通期業績見通し 

   当連結グループの売上高は、主要顧客である中央省庁および地方自治体への納期が
年度末に集中することから下半期に偏重しており、上半期の業績予想が極めて困難な状況
にあります。従いまして、第２四半期連結累計期間の業績予想を公表しておりません。 



経 営 基 本 方 針 

  

海外対応エンジニアの増員と人材育成の推進 
 

海外拠点増設とアライアンスの推進による受注拡大 
 

ワークライフ・バランスと「働き方改革」の推進による社員の活力向上を図る   

☆インフラ事業の「質」の変化のみならず、AI対応や「働き方改革」も含めた生産性改革などの推進、さらには 
  建設コンサルタントの担うべき領域の多様化の到来  
☆どのような環境においても、競争優位性を保ち続け、「わが国第一級インフラ・ソリューション・コンサルタント 
  グループとして活躍できる「盤石な経営基盤」の構築を目指す 

・環境の変化に即応する 

 経営基盤整備の推進 

・グローバル化の推進 

 による事業量拡大 

第 ４ 次 中 期 経 営 計 画 の 推 進 

・主力事業の深化 

・新規事業の強化 周辺領域における新規事業を強化し、本格的事業の育成       

主力事業におけるソリューション・サービスのブランド化を図り、総合建設   
コンサルタントとして、業界内のリーディングカンパニーを目指す 

プロセス・イノベーション（営業プロセス、生産プロセス改革）による効率化

の推進 

プロダクト・イノベーション（ITの拡大活用による生産基盤の改革）による、

高品質化と生産性向上の実現 

経
 
営
 
基
 
本
 
方
 
針 

未来につながる「盤石な経営基盤」の構築 



営 業 方 針 

技術提案型業務 
 の受注拡大     

      

グループ連携 

  の強化 

 受注面の見通し 

アフリカ諸国、東南アジア諸国での実績を活かし、諸国間を結ぶ広域 
インフラ整備、都市ライフライン分野等への展開強化   

全国防災対応として「自然災害リスク軽減」をコアにした技術提案の推進 

（再生可能エネルギー事業、ＰＰＰ事業、「ひと・まち・しごと創生」事業、マネジメント業務など） 

技術提案型業務等の高付加価値業務の受注を伸ばす 
 
発注支援業務の受注拡大、海外案件の受注拡大 
    
                                 ⇒  受注目標   ：２６６億円 
                            
                              ⇒   売上高目標：２６５億円   

Ｄｏ Ｔａｎｋとしての独自性を発揮し、地域独自の課題解決に向けた業務
の掘起しを全国的に展開する 

グループ各社の専門性を発揮すると共に各社の技術連携により、                                         
インフラ事業、地域創生事業、社会資本メンテナンス事業の上流から 
下流までのワンストップサービスで業務量を拡大 

   

海外コンサルタント                                                      
の事業領域拡大 

老朽化対策として「インフラマネジメント」をコアにした技術提案の推進 

グループ連携による弱点領域の営業強化 

タイ（バンコク）の駐在員事務所と今期開設したミャンマー支店を営業
拠点として、東南アジアの事業量の拡大を図る 

国内における地域密着型案件創出営業の推進 

補正予算等の特殊要因は考慮していない 



１８／５ 
（実績） 

１９／５ 

（予想） 
売 上 高
比 率 

受 注 高 25,704 26,600 － 

売 上 高 25,819 26,500 100.0 

売 上 原 価 18,279 19,370 73.1 

売 上 総 利 益 7,540 7,130 26.9 

販 管 費 5,946 5,500 20.8 

営 業 利 益 1,594 1,630 6.2 

経 常 利 益 1,639 1,690 6.4 

当 期 利 益 966 1,050 4.0 

１株当たり純資産（円） 2,744.35 2,598.13   － 

Ｐ  Ｂ  Ｒ  （倍） 0.56 0.60 － 

１株当たり利益  （円） 168.45 152.40 － 

自己資本比率  （％） 63.4 70.2 － 

Ｒ  Ｏ  Ｅ      （％） 6.3 6.0 － 

連単倍率(倍) 

1９/５（予想） 

－ 

34.0 

－ 

9.1 

21.2 

3.1 

3.2 

2.1 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

連 結 （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ） 

１８／５ 
（実績） 

１９／５ 

（予想） 
売 上 高
比 率 

－ － － 

601 780 100.0 

－ － － 

601 780 100.0 

254 260 33.3 

346 520 66.7 

357 526 67.4 

341 500 64.1 

3,430.33 3,120.65 － 

－ － － 

－ － － 

－ － － 

－ － － 

 ※1  1株当たり純資産の算定株式数           18/5（実績）：5,739,580株、19/5（予想）：6,889,580株   

2 0 1 9 年５月期  業績見通し 

※１ 

 ※3  ＰＢＲ：18/5期（実績）は2018年5月31日株価 1,548円で、19/5期（予想）は2018年6月29日株価 1,515円で計算 

 ※2  1株当たり利益の算定株式数 期中平均株式数 18/5（実績）：5,739,709株、19/5（予想）：6,889,709株   

※2 

※3 

Ｅ・ＪＨＤ単体 



Ⅳ. 経営環境の変化と今後の基本戦略 



  Ｅ・Ｊグループの目指す姿  

 スピード感を持って、事業基盤及び経営資源の質・量の強化・拡大を図り、グローカルに事業展開する、 
第一級のインフラ・ソリューション・コンサルタントグループを創造し、持続的な成長と企業価値向上を実現する 

 

 
 
経営理念 

(ミッション） 

地球環境にやさしい優れた技術力と判断力で、 

真に豊かな社会創りに貢献します 

経営ビジョン 
 

持続的成長と企業価値向上を追い続ける、 

我が国トップクラスのインフラ・ソリューショングループを目指します 

行動規範 
 

イノベーション 
社会や環境の変化を見極め、あらゆるインフラ分野の課題解決を目 
指してグローカル（グローバルからローカルまで）な思考で行動します 

プロフェッショナ 
リズム 

誠  実 

チームワーク 

多様で高度なニーズに的確に応えることのできる優れた技術と豊かな 

感性、誠実な人格を有するプロフェッショナル集団として、人材価値、 

企業価値を高めるため、自己研鑽に努めます 

関連法令ばかりでなく、企業倫理～職業倫理も遵守し、公正・中立な 

立場で社会的責任を遂行していきます 

わが国第一級のインフラ・ソリューション・コンサルタントグループとし 

ての自覚を持ち、常に高い目標を掲げ、その実現に向けグループの 

総力で挑戦していきます 



Ｅ・Ｊグループの企業集団の状況 

Ｅ・Ｊホールディングス㈱ 

技術派遣・施工管理業務 

施設維持管理・運営管理業務 

計測機器レンタル業務 

〈日本インフラマネジメント〉 

〈近代設計〉 

ＲＥ事業・ＣＤＭ事業、ＰＦＩ事業、 

都市・地域再生事業 

＜エイト日本技術開発＞ 
エンジョイファーム（非連結） 

ストロベリーファーム（非連結） 

那賀ウッド（非連結） 

環境・                
エネルギー 

自然災害          
リスク軽減 

都市・                 
地域再生 

情報・通信 

インフラ        
マネジメント 

５つの重点分野 

ＲＥ：再生可能エネルギー 
ＣＤＭ：クリーン開発メカニズム 

ＰＦＩ：民間資金を活用した社会資本整備 

E・Jグループは、５つの重点分野に注力し、エイト日本技術開発、日本インフラマネジメント、近代設計、関係子会社

等が連携を密にし、Ｅ・Ｊグローカルチャレンジを実行してまいります 

㈱共立エンジニヤ 
共立工営㈱ 
都市開発設計㈱ 

建設コンサルタント業務      

調査業務 

DO Ｔａｎｋ 
(アクションを起
こす実践集団） 

道路・交通事業、水供給事業 

廃棄物・再生可能事業 

〈エイト日本技術開発〉 
国際事業本部 

〈エイト日本技術開発〉 



現状ビジネスの延長線上では、企業価値 成長性が限定的 

ＥＪグループを取り巻く経営環境 

ニーズの多様化・高度化 少子高齢化による       
人口減少化時代の到来 

環境・エネルギー対策 

（再生可能エネルギーへの転換） 

維持管理と既存ストックの長寿化 

企業競争の激化 
（魅力的な業態への変革） 
（人材の確保・育成） 

 

グローバル化        

(アジア・アフリカ戦略)              

市場構造の変化 
（新たな事業方式・調達方式） 

 

地域資源の活用と地 域 活 性 化 
    （ コンパクトシティ構想） 

どのような時代においても、安全・安心で活力ある国土・地域を創造するグループ 

大 震 災 復 旧 ・ 復 興 支 援 

南海トラフ地震・国土強靭化対応 

株式市場から評価 

被買収リスク・企業価値 

企業価値向上のための攻めの事業戦略の検討 

安定した経営に向けた資本戦略・経営戦略の検討 

 取り巻く経営環境の整理  

発注者支援の増大 

働き方の多様性 
（ワークライフバランス） 
（長時間労働の是正） 

 

デジタルの進化 

（ＩＣＴ、ＡＩの進化）              
（生産性向上と価値創出） 



ビジネスフローの特徴 

どの段階からでもコア・コンピタンスを活かしたソリューション・サービスが可能 



 中期経営計画の位置づけ 



 第4次中期計画基本方針《グローカルチャレンジ2020》  

① 主力事業の深化とブランド化 
 グループの総合力を結集し、国内建設コンサルタント領域 
 を確固たるものとする 

② 新事業領域の創出 
 社会環境の変化や新たなニーズに応えられる新事業領域 
 の創出を図る 

④ 環境の変化に即応する経営基盤整備の推進 
 プロセス・イノベーションとプロダクト・イノベーション 

 の推進により、高付加価値型ストラクチャーへと転換する 

③ グローバル展開の推進 
 世界に貢献するプロフェッショナル企業として進化する 
 

魅力ある知的価値創造型の企業グループ確立を目指し、以下の4項目を基本方針として臨む  

持
続
的
成
長
と
企
業
価
値
向
上
を
追
い
続
け
る 

我
が
国
第
１
級
の
イ
ン
フ
ラ
・ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
グ
ル
ー
プ 



成長に向けたシナリオ 

コア・コンピタンスを主軸とした技術力の強化とワンストップサービスの深化 

中核事業となる国内建設コンサルタント領域の真価の発揮 

海 外 コ ン サ ル タ ン ト 領 域 の 進 化 

イ ン フ ラ ・ マ ネ ジ メ ン ト 領 域 の 拡 大 

案 件 創 出 型 ビ ジ ネ ス・ス キ ー ム の 構 築 

事  業  開  発  領  域  の  進  化 

地域・暮らしをコーディネイトするプロデューサーへ 

Ｅ・Ｊブランドの価値向上 

弱い分野・地域の補強 

技術提案型業務の特定率の向上 

トップ５戦略 

アフリカ・東南アジア市場の拡大 

パートナリングの推進 

観光、アグリを主軸とした地域活性化事業への取組 

再生可能エネルギーへの取り組み    （国内外） 

Ｄｏ Ｔａｎｋ機能の強化 

発注者支援の強化 

ＰＦＩ/ＰＰＰにおけるマネジメント強化 

・ グループ連携の強化  



  第４次中期計画 EJグループ数値目標と資本政策・配当政策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017年度 
(現状） 

2018年度
（予想） 

2020年度 
(目標） 

特記事項 

連結売上高 25,819 26,500 30,000以上  アライアンス推進  

経常利益 1,639 1,690 2,100以上 利益率 7.0％以上 

当期純利益 966 1,050 1,400以上 ＲＯＥ 8%以上 

≪ グループ数値目標 ≫ 

≪ 資本政策と配当政策 ≫ 

   
 

  ・資本効率の向上及び成長投資による事業拡大で、企業価値の向上を図る 

  ・自己資本利益率（ROE)：8％以上 

 

  

  ・安定配当の継続、株主優待の継続    

  ・利益水準 （業績、株価、株主資本配当率、配当性向も考慮）に応じた株主還元 

 

 

 

資本政策 

配当政策 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

（単位：百万円） 



建設コンサルタント業界のリーディングカンパニーを目指す 

Ｅ・Ｊグループのコア・コンピタンスである「環境」「防災・保全」「「行政支援」の、差別化できるマネジメント技術をベースに、    
関係会社各社と連携を密にし、５つの重点分野に注力して、課題解決型の高付加価値型業務拡大により収益力の向上を図る 

「エイト日本技術開発」 「近代設計」の連携で高付加価値提供型のビジネスモデルの構築 

道路・交通部門 

河川・港湾部門 

保全・耐震・防災部門 

都市・地域活性化部門 

地球環境・エネルギー部門 

情報・計測・補償部門 

ジオ・エンジニアリング部門 

エイト日本技術開発の技術 

既
存
技
術
の
融
合
、
展
開 

５つの重点分野の拡大 

差別化技術の進展 

３つのコア・コンピタンス（差別化技術） 

環 境 防災・保全 行政支援 

資源循環社会形成 

省エネ・地球温暖化防止 

環境アセスメント 

防災（地震防災、水防災） 

保全（ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ） 

災害リスク軽減 

都市・地域再生 

ＰＰＰ・ＰＦＩ、事業ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

事業評価 

※BCP：事業継続計画、 PFI：民間資金による社会資本整備、 ＣＭ：コンストラクション・マネジメント、 ＰＰＰ：官民協働事業 
     

構造部門 

近代設計の技術 

道路・都市計画部門 

都市施設部門 

社会システム部門 

橋梁部門 

【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】 



【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】5つの重点分野 

最大使用水量：0.30m3/s 
常時使用水量：0.15m3/s 
最   大   出   力：236kw 

再生可能エネルギーとは？ 
「エネルギー源として永続的に利用する 

ことができるとみとめられるもの」 

「太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、 
大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマス」 

地球温暖化の原因となる 
二酸化炭素をほとんど排出しない優れたエネルギー 

沈砂池兼ヘッドタンク近景 

水車発電機 

沈砂池兼ヘッドタンク全景 

発電所 内部 

発電機 

水  車 

除塵機 

年間発電量＝1,328,280kwh 
1世帯4,618kwh/年 

世帯数換算＝104,985世帯分 

①環境・エネルギー分野：再生可能エネルギーを利用した小水力発電事業 

（関係子会社：（株）都市開発設計） 



C.M. Lab.中土佐町避難場所マップ

第1号津波避難タワー

第2号津波避難タワー

双名園(4,5階、屋上)

双名トンネル横

上和田神社

背後地

久礼小学校

久礼中学校

城山住宅団地

権現山

背後地

国道56号

町道元谷横平山線

町道古谷2号線

大井神社

背後地

背後地

桜公園

後背地

後背地

後背地

萩原10号線

中土佐ICバス停

曽我神社

海側から見たVR映
像

黒潮工房周辺から見たVR
映像

本システムの使用方法

曇天バージョン

【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】5つの重点分野 

【津波における避難シミュレーション】 

地震による津波が発生した場合に、住民や観光客等の即時避難が重要。 

当社では津波といった災害における住民避難はもちろんのこと、避難における観光客や要配慮者の行動の  
シミュレーションも行う。 

津波への活用例 

★対象：徳島県美波町日和佐地区 
★550人、歩行速度0.74m/s 
★行き先：最寄りの指定津波避難場所 

津波浸水ハザード 津波浸水シミュレーション 

津波避難シミュレーション シミュレーションによる避難時間 

⓶自然災害リスク軽減分野：防災計画への避難シミュレーションの活用 

利用デバイス 

 

ﾍｯﾄﾞﾏｳﾝﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ表示の様子 

QRコードを読み取ることにより、YouTubeアプリから津波VR動画 
を閲覧できる。 

VRを用いた津波シミュレーション 



【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】5つの重点分野 

国土交通省「新技術情報提供システム NETIS」に登録 
【URL: http://goo.gl/jGAnKj】 

安全で低コストの管理手法 
  浅層埋設に伴う切断事故発生リスクを解消 
  管路埋設と同時に ＩＣ タグを敷設、現場における位置と深さ   
の見える化を実現、試掘調査を削減化 

2016年12月施行された“無電柱化推進法”に基づき、全国で無電柱化の推進計画が策定 
 

  当社の関わり： 国（関東地方整備局），東京都，横浜市，さいたま市，群馬県(2018年度) 

【 設計 】 これまで培った無電柱化技術は次のステップヘ 

‟整備困難な路線ほど積極的に！” 

 歩道が狭い路線での整備事例（逗子駅前池田商店街） 

整備前 整備後 

⓶自然災害リスク軽減分野：無電柱化をトータルコンサルティング 

 【無電柱化技術】 
 小コスト手法(小型ボックスや浅層埋設等)を導入した設計 
 歩道が狭い or 歩道が無い路線における設計 
 公開空地や民地を活用した設計 

（関係子会社：（株）近代設計） 

ＩＣタグを用いた地下空間管理システム 



【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】5つの重点分野 

 東日本大震災による被災直後の被災調査、
復興計画の策定支援、高台や嵩上げによる
新たなまちの造成設計、土地区画整理事業と
いった復興事業に一貫して従事 

2015年3月に造成工事完成式が行われた織
笠第1団地では、被災者が次々に住宅を建て、
安全な高台に“新しいまち”が形成 
⇒ 集団移転対応のアフターフォローも実施 

山
田
湾 

山 田 湾 

① 

② 

(仮称)新織笠駅 

国
道
４
５
号 

駅前広場 

公共施設用地 

公
園 

公園 

公園 

写真① （仮称）新織笠駅駅前広場と公共施設用地 

写真② 旧集落の背後丘陵地を造成して整備した織笠第1団地 

③都市・地域再生分野：岩手県山田町織笠地区防災集団移転 



【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】 

 

 地域の核となる水辺空間を創出するために、歴史を継承するとともに、月島川の魅力を引き立たせる橋梁と橋詰空間についてデザインした。 

設計協力：二井昭佳（株式会社イー・エー・ユー）写真：山田裕貴 

地域の歴史を継承し 心地よい空間を創出 

③都市地域再生分野 ：東京都月島川に架かる西仲橋  

2017年度公益社団法人 土木学会デザイン賞 優秀賞 



所 在 地 北海道伊達市梅本町 

調理食数 最大3,300食/日 

延床面積 約3,300㎡ 

構   造 鉄骨造２階建 

施設概要 

 ＰＦＩ方式による学校給食セン
ター整備運営事業において、
モニタリング業務を実施 
 

 効率的な施設運営を図るとと
もに、民間の食品衛生に関す
るノウハウを活用し、安全・安
心でおいしい学校給食を実現 
 

 市民の健康増進に向けた食育
を推進するため、食育レストラ
ンやキッチンスタジオを併設 

【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】5つの重点分野 
④インフラマネジメント分野：だて歴史の社食育センター整備運営事業 



【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】5つの重点分野 

2014年8月20日の豪雨災害により甚大な土石流災害に見舞われた広島市安佐南区、安佐北
区の渓流では、現在、複数の砂防堰堤等の施設工事が実施中 

オルソ画像及びDSM 

広島市安佐南区八木町地内の立入り困難な渓流において、土石流発
生後の初期対応、土砂移動の監視を踏まえた被害予測技術に関する研
究に利用するためにドローンを用いて3次元計測を実施 

3次元点群データ 

（①渓流） （②渓流） 

①渓流 

②渓流 

①渓流 ②渓流 

MATRICE 210 
RTK 

②渓流 
①渓流 

 ⑤情報・通信分野：ドローンによる土石流災害現場の3次元計測 

（関係子会社：（株）共立エンジニヤ） 



【グループ事業戦略①：建設コンサルタント領域】 

●AUV（自律型無人潜水機；Autonomous Underwater Vehicle） および 

 その他のロボット 

水中の高精細なデータ計測だけでなく、データ分析によって水中
で起こっている様々な問題の解決策を提案。 

 AUVは、予め設定したコース・深度で，水中の多様な3次元データ
（位置，地形，水質，流況等）や水中画像を自動的かつ同時に（繰り
返し自走させれば何回でも）取得することが可能。 

UAV (ﾄﾞﾛｰﾝ) 

ROV(水中ﾄﾞﾛｰﾝ) 

AUV 

利用データ ビジネスモデル 

地形データ 
ICT土工（段階施工管理） 

ダムの堆砂調査 

音響画像 
   データ 
  ＋ 
画像データ 
    by ROV 

河床・海底等の底質分布調査 

河川・港湾の施設点検 

災害対応 

航路啓開 

水質データ 漁場・ダムでの３次元水質調査 

●ロボット調査のビジネスモデル 

水中ロボットによって計測・調査したデータを分析し、
以下のようなビジネスモデルに繋ぐことができる。 

ダム湖の計測事例 コンクリートの劣化状況調査 
UAV+AUV による ROV による 

⑤情報・通信分野：水中ロボットを利用した水ソリューションサービス 



「エイト日本技術開発」が中心となり、アフリカ・アジア諸国等での技術貢献を拡大する海外  

実績の多い道路・交通、水供給、廃棄物・再生可能エネルギーを柱として、かつ、今後     
需要が高まる防災（地震、洪水対策）、都市計画等を新たな商品分野として積極的に展開
する 

アフリカ・アジアに注力 

【グループ事業戦略②：海外コンサルタント領域】 



ガーナ国 

～人力を活用した道路整備手法を開発し、地域経済の発展と貧困削減に寄与～ 

【業務内容】 

 ガーナ国の技術基準の情報収集・把握 
 試験施工の計画～実施 
  ・試験施工計画の立案と現地施工業者との契約 
  ・機材の選定と調達手続きの実施 
  ・機材維持管理の研修 
  ・施工時の各種データの収集と分析 

 技術ガイドラインの作成 
 技術ガイドラインの普及 
  ・ガイドライン普及戦略の作成 
  ・技術セミナーの実施 
  ・現地政府職員の技術指導 
  ・ドローンによる広報ビデオの作成 

 南ア国・エチオピア国での第三国研修 
 ILO主催の国際会議で開発した道路整備手法に

ついての発表 

※LBT：Labour Based Technology（人力による施工技術） 

試験施工の実施 試験施工の実施 

機材調達と供与 機材維持管理の研修 

【グループ事業戦略②：海外コンサルタント領域】 

国際会議における発表 
ガーナ政府を交え 

将来普及戦略を協議 

ガーナ国：LBT（人力）による道路整備手法開発プロジェクト 

 試験施工の計画～実施  南ア国・エチオピア国での第三国研修 

 開発した手法の発表・協議 

第三国研修の実施 



【グループ事業戦略②：海外コンサルタント領域】 

混合ごみに対して、食品残渣とそれ以外に選別する分離機を導入し、スリランカ国内のリサイクル
を促進する。 

実証プラント 全景 

西部州カラディアーナ処分場 搬入風景 

実証プラントの処理フロー 
本事業の実施体制 

スリランカ国西部州：都市ごみ再資源化施設の普及・実証事業 

 

1.25 

処理対象廃棄物 
25 ｔ / 日 

（Ａ）破袋・分離 
（Ｃ）高精度 

手選別 

埋立処分 
12.1 ｔ / 日 
（ 52 ％減量） 

堆肥 
7.5 ｔ / 日 

食品廃棄物 12.5  

 

紙・プラ 
1.25 ｔ / 日 

紙・プラ 1.25 

鉄・アルミ・ビン 

計 0.4 ｔ / 日 

鉄・アルミ・ビン 0.4 ｔ/日 

分別残渣 
10.75 

除外分 

（Ｂ）堆肥化 

大気 

蒸散 6.25 

副資材 2.5 ｔ / 日 

ｔ/日 

ｔ/日 

ｔ/日 ｔ/日 

ｔ/日 

カウンターパート機関 : 

西部州廃棄物管理局 
( WMA) 

中央政府機関 
- ERD ,  MoNPEA , 
- CEA,  MoMDE , 
- MoPCLG , 

JICA 調査団 

（株）リサイクル 

MeRU 

共同実施合
意 

 Provision of site, waste, 

 Successor of the Facility, 
 施設の建設 
 

許可 

現地外注（建設、 O&M 、 施工・運転監理、モニタリング等 ) 

共同実施 

活動支援・施設貸与 実証終了後施設譲与 

実証期間中の運転・維持管理 



国内第一級のインフラ・マネジメント会社を目指す 

主 な サ ー ビ ス 

             

      ～技術派遣、施工管理、機器レンタル事業の受注基盤の拡大と確立～ 
 

新規整備からストックマネジメントへ移行する社会情勢を踏まえ、官公庁および民間の工事の施工管理 

業務を支援、また、計測・調査・解析および計測機器のレンタルから施設管理まで、民間をターゲットに 

受注の拡大を目指す 

「日本インフラマネジメント」 を中心に、｢近代設計」 と連携し、官・民事業の業務領域の拡大 

【グループ事業戦略③：インフラ・マネジメント領域】 

官公庁等の発注者支援 

民間等の施工管理              
計測支援 

道路、公園、上下水道 

廃棄物処理施設の点検 

維持管理、運営管理 

交通調査データ分析 

河口閉塞、ダム堆砂、              
海岸侵食などの調査・解析 

車両ナンバー読取装置 

無線誘導観測システム 

地すべり自動観測システム 

地すべり観測 

指 定 管 理 

 （ 水車の里フルーツトピア）   

施設維持管理 

トンネル点検 



橋りょうの設計図書不在から三次元計測
による構造再現と補修設計を実施。 

近接目視が困難な吊橋のドローンによる写真・
動画撮影。３Dレーザースキャナによる鉄の損傷
部位を特定。構造残存耐力を評価。 

ドローンによる調査 

3Dﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰによる 
損傷調査結果の見える化 

３D計測状況 

３Dモデル作成 

歴史的価値のある橋梁とし
て建設当初デザインへの 

復元設計 

残存耐力を把握する
ことで、安全な 
撤去方法を検討 

1923年関東大震災復興事業 
昭和2年架設(築91年)  後楽橋 

超音波による板厚調査 

主塔図 

神田川 

【グループ事業戦略③：インフラマネジメント領域】 
施設維持管理：3次元計測とドローンを使った橋りょう調査 

（関係子会社：（株）近代設計） 



• 道路法面に設置されたグラウンドアンカー工の維持管理の
ため健全度調査を実施 

各種調査を実施して総合的に 

施設健全度を評価 

健全度評価に不可欠な荷重除荷が 
現地条件によって不能箇所でも 
特殊工法を開発して的確に健全度を判定 

点検で飛出し発見 詳細調査実施 

特殊除荷カプラー 
【当社特許】 

開発した特殊工法 

【グループ事業戦略③：インフラマネジメント領域】 

施工管理 グランドアンカー健全度調査 



インフラ事業の案件開発・投資を行う第一級の専門分野を目指す 

主 な サ ー ビ ス 

道路、公園、上下水道、廃棄物処理施設   
などの運営・管理事業   

CDM/JI事業 
国内VER等の創出事業 

各種契約締結の支援 

金融機関や関係者との交渉・調整 

SPC運営の支援 

             
 ～道路・廃棄物等、インフラ関連事業の管理・運営、地方創生の案件開発と事業投資の推進～ 
商社等の異業種との連携等により、主として民間事業を中心に、インフラ関連事業の運営・管理の 

案件開発、地方創生に向けた地域活性化事業等への事業投資等を行い、事業領域の拡大を目指す 

「エイト日本技術開発」 を中心に、ＣＤＭ事業、アドバイザリー事業の拡大を推進 

運営・管理の支援 

運営会社等への出資参画 

国内外における                           
温室効果ガス削減事業 

地域資源を活用した地域活性化事業 

事業会社の創設、資金の調達                 
の支援 
 

外国企業との提携・連携の 
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 

公共施設への民間資金の活用事業 

注） ＣＤＭ/JI：クリーン開発事業および共同実施、  PPP：官民協働事業 

   ＳＰＣ：特定目的会社 
   J-VER：温室効果ガスの排出削減・吸収プロジェクトから創出される検証を受けたクレジット 

   ＥＰＣ：設計・調査・建設     Ｏ＆Ｍ：オペレーション＆メンテナンス 

徳島県那賀町木粉製造事業 

 秋田県仙北市夏イチゴ栽培事業  

【 那賀ウッド工場 】 

【 ストロベリーファーム 】 

【グループ事業戦略④：事業開発領域】 



 「なつあかり」の栽培技術確立と高単価販売の実現を目指し、パイロット事業として取組んできた

結果、H29年までに一定の事業成果が得られた。今後、国内トップの当該品種作付け事業者とし

て、事業ノウハウを生かした事業展開や強化、開発した事業モデルの普及促進などを継続する。 

 希少・高品質夏イチゴ「なつあかり」を利用した高付加価農業モデルの拡大へ 

ストロベリーファーム 

なつあかりの栽培・販売ノウハウ確立 
H30年にハウス増設予定（現状の2倍）
⇒  強い需要に対応する 

【グループ事業戦略④：事業開発領域】 
新事業関連 ＜地域再生：アグリビジネス＞ 

（関係子会社：（株）ストロベリーファーム） 

 （秋田県仙北市） 



        指定管理事業 : 水車の里フルーツトピア、農園施設の運営管理 

2013年4月から5年間の指定管理業務が完了し新たに5年の継続契約を締結 

「指定管理3年目から黒字経営に転換！」 
●フルーツトピアは2018.5リニューアルオープン。 

●軽食コーナーの新設、アスレチック施設、渓流ゾーンの整備等施設利用者の多用性を図った。 

●いちごハウスの増設も行い、イチゴ狩りなどの、収穫体験の施設が充実。 

●軽食コーナーでは、フルーツパフェ、スイーツも好評 ⇒ 入場者増加 

軽食コーナのスイーツ 

水車の里フルーツトピアの果物 

新事業関連 ＜地域再生：農業観光ビジネス＞ 

【グループ事業戦略③：事業開発領域】 

指定管理調印式2018.04 

施設リニューアル式典 
（関係子会社：（株）エンジョイファーム） 



公益財団法人 八雲環境科学振興財団 

環境科学に関する調査・研究を行う岡山県内の研究者に資金の助成を実施 

㈱エイトコンサルタント（現：㈱エイト日本技術開発）等の寄付により１９９８年７月に設立 

設立以来、総額１億６千９百万円（年間 ８百万円～９百万円）３７４件の研究助成を実施 

企業の社会的責任（CSR）：社会貢献活動  

産学共同研究、新技術開発の推進 
環境科学分野の人材育成 

▲研究レポート集第18号 

▲巨大地震に備えて 「考えよう 岡山の防災・減災～自然災害の備えを～」と題したシンポジウム模様 
300名が参加！ 

防災・減災をテーマに「考えよう 岡山の防災・  
減災～自然災害の備えを～」と題したシンポ 
ジウムの開催及び「巨大地震に備えて」と  
題した研究レポート集を刊行 

研究者による「環境」をテーマとした研究成果の報告会を
開催及び研究レポート集を刊行（今年、第18号） 

研究発表会の模様 
 

毎年、岡山市少年少女発明クラブへ支援 

実験の模様 

（今年度設立２０周年） 



    
     

当社の利益配分方針およびＩＲ方針 

個人投資家向け会社説明会（年数回の継続実施）により知名度向上を図る 

タイムリーな情報開示の継続 

Ｉ Ｒ 活 動 方 針 

全国の個人投資家向けに ＵＲＬ：http：//www.eｊ-hds.co.jp/で開示 

機関投資家向けのミーティングの実施 

2018年度 説明会スケジュール 

≪決算説明会≫ 

≪個人投資家向け説明会（予定）≫ 

利益配分の基本方針 

企業体質強化や事業展開のための内部留保 

市場環境、業績、配当性向、株主資本配当率等を勘案し、株主へ利益還元  

2018年7月（東京:大和ｺﾝﾌｧﾚﾝｽﾎｰﾙ）   2018年7月（岡山:ｴｲﾄ日本技術開発 ） 

継続的なＩＲ活動による適正株価の形成 

   今期配当：３０円／１株を予定    ・来期配当：30円/1株を現時点で予想 

                         ・株主優待実施 

１１月１７日：東京、１２月８日：名古屋、１月２６日：東京、２月１６日：福岡   



お問い合わせ先 
 

ＴＥＬ 086-252-7520 
ＦＡＸ 086-252-8918 
http://www.ej-hds.co.jp 

決算説明会にご出席いただきありがとうございました。                                        

今後ともご支援の程、よろしくお願いいたします。           



（一社）建設コンサルタンツ協会  http://www.jcca.or.jp/  

（一社）全国地質調査業協会連合会  http://www.zenchiren.or.jp/ 

（一社）全国上下水道コンサルタント協会  http://www.suikon.or.jp/  

（一社）都市計画コンサルタント協会  http://www.toshicon.or.jp/  

（一社）日本廃棄物コンサルタント協会  http://www.haikonkyo.or.jp/ 

（公社）土木学会 http://www.jsce.or.jp/ 

（公社）砂防学会  http://www.jsece.or.jp/ 

（一社）日本応用地質学会 http://www.soc.nii.ac.jp/jseg/  

（公社）農業土木学会  http://www.jsidre.or.jp/  

（一社）斜面防災対策技術協会 http://www.jisuberi-kyokai.or.jp/  

（公社）日本地すべり学会  http://japan.landslide-soc.org/  

● 主要関連団体 

● 主要官公庁関係 

国土交通省 http://www.mlit.go.jp/  

農林水産省 http://www.maff.go.jp/  

環境省  http://www.env.go.jp/  



当資料に掲載されている業績見通し、その他今後の予測・戦略
等に関する情報は、当資料の作成時点において、当社が合理的
に入手可能な情報に基づき、通常予測し得る範囲内で行った 

  

しかしながら実際には、通常予測し得ないような特別事情の 
発生または通常予測し得ないような結果の発生等により、  
当資料記載の業績見通しとは異なる結果を生じ得るリスクを 

 

当社は、投資家の皆様にとって重要と考えられるような情報に
ついて、その積極的な開示に努めてまいりますが、当資料記載
の業績見通しのみに全面的に依拠してご判断されることはくれ
ぐれもお控えになられるようお願いいたします。 

なお、いかなる目的であれ、当資料を無断で複製、または転送
等を行われないようにお願いいたします。 

判断に基づくものです。 

含んでおります。 


